
10月20日官報告示

生 産 局 畜 産 部

平 成 2 8 年 1 0 月

肉用子牛の平均売買価格について（平成28年度第２四半期）

１ 肉用子牛生産安定等特別措置法（昭和63年法律第98号）に基づく肉用子牛生産者補給金制度の平成

28年度第２四半期の平均売買価格が、品種区分ごとに次のとおりとなった。

（単位：円／頭）

黒毛和種 褐毛和種 その他の 乳用種 交雑種

肉専用種

保証基準価格 ３３７，０００ ３０７，０００ ２２０，０００ １３３，０００ ２０５，０００

合理化目標価格 ２８０，０００ ２５７，０００ １４９，０００ ９０，０００ １４７，０００

平均売買価格 ８１２，１００ ７６４，８００ ３８９，６００ ２１６，７００ ４０１，２００

2 8 年 度

第２四半期 補給金単価 － － － － －

２ 平成28年度第２四半期においては、全ての品種について、平均売買価格が保証基準価格を下回らな

かったことから、生産者補給金は交付されないこととなった。

３ また、肉用牛繁殖経営支援事業においても、全ての品種について、平均売買価格が発動基準を下回

らなかったことから、同事業に基づく支援交付金は交付されないこととなった。



肉用子牛の平均売買価格の推移（１）
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（黒毛和種） 

注： ４年度までは、黒毛和種及び褐毛和種の平均売買価格。 
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（褐毛和種） 

注： ５年度以降、新たな褐毛和種の品種区分を設定。 
   

保証基準価格 

合理化目標価格 

(2,800) 

(2,460) 

(2,850) 

(2,470) 

1,931 

3,250 
2,970 

1,812 

3,912 

（年度） 

（百円／頭） 

(2,920) 

(2,510) 

(3,030) 

(2,530) 2,427 

(3,070) 

(2,570) (2,550) 

(3,000) 



肉用子牛の平均売買価格の推移（２）
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肉用子牛の平均売買価格の推移（３）
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注：１１年度までは、肉専用種以外の品種として、   
 乳用種及び交雑種の平均売買価格。１２年度  
 以降については、乳用種のみの価格。 
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注：１１年度までは、肉専用種以外の品種として、   

 乳用種及び交雑種の平均売買価格。１２年度  

 以降については、交雑種のみの価格。 
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平成年月日 木曜日 第号官 報

〔
省

令
〕

〇
租
税
特
別
措
置
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令
（
財
務
七
七
）

〇
農
林
畜
水
産
業
関
係
補
助
金
等
交
付
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
農
林
水
産
六
七
）

〔
告

示
〕

〇
平
成
二
十
八
年
度
地
方
債
同
意
等
基
準
を

公
表
す
る
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
総
務
三
九
一
）

〇
平
成
二
十
八
年
度
地
方
債
計
画
を
公
表
す

る
件
の
全
部
を
改
正
す
る
件（
同
三
九
二
）

〇
国
会
議
事
堂
等
周
辺
地
域
及
び
外
国
公
館

等
周
辺
地
域
の
静
穏
の
保
持
に
関
す
る
法

律
の
規
定
に
よ
り
、
政
党
事
務
所
周
辺
地

域
を
指
定
す
る
件
（
同
三
九
三
）

〇
除
籍
の
一
部
及
び
原
戸
籍
の
一
部
が
滅
失

し
た
件
（
法
務
五
四
八
）

〇
除
籍
の
一
部
が
滅
失
し
た
件

（
同
五
四
九
、
五
五
〇
）

〇
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
別
表
第
一

の
二
の
表
の
技
能
実
習
の
項
の
下
欄
に
規

定
す
る
団
体
の
要
件
を
定
め
る
省
令
第
一

条
第
一
号
ト
の
規
定
に
よ
る
技
能
実
習
を

監
理
す
る
団
体
及
び
出
入
国
管
理
及
び
難

民
認
定
法
第
七
条
第
一
項
第
二
号
の
基
準

を
定
め
る
省
令
の
表
の
法
別
表
第
一
の
二

の
表
の
技
能
実
習
の
項
の
下
欄
第
一
号
ロ

に
掲
げ
る
活
動
の
項
の
下
欄
第
二
十
九
号

の
規
定
に
よ
る
技
能
実
習
を
定
め
る
件
の

一
部
を
改
正
す
る
件
（
同
五
五
一
）

〇
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
別
表
第
一

の
二
の
表
の
技
能
実
習
の
項
の
下
欄
に
規

定
す
る
団
体
の
要
件
を
定
め
る
省
令
第
一

条
第
一
号
ト
の
規
定
に
基
づ
き
監
理
団
体

を
定
め
、
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法

第
七
条
第
一
項
第
二
号
の
基
準
を
定
め
る

省
令
の
表
の
法
別
表
第
一
の
二
の
表
の
技

能
実
習
の
項
の
下
欄
第
一
号
ロ
に
掲
げ
る

活
動
の
項
の
下
欄
第
二
十
九
号
の
規
定
に

基
づ
き
技
能
実
習
を
定
め
る
件
の
一
部
を

改
正
す
る
件
（
同
五
五
二
）

〇
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
第
七
条
第

一
項
第
二
号
の
基
準
を
定
め
る
省
令
の
表

の
法
別
表
第
一
の
二
の
表
の
技
能
実
習
の

項
の
下
欄
第
一
号
ロ
に
掲
げ
る
活
動
の
項

の
下
欄
第
二
十
九
号
の
規
定
に
基
づ
き
技

能
実
習
を
定
め
る
件
の
一
部
を
改
正
す
る

件
（
同
五
五
三
）

〇
保
健
サ
ー
ベ
イ
ラ
ン
ス
国
立
研
究
所
建
設

計
画
の
た
め
の
贈
与
に
関
す
る
日
本
国
政

府
と
ホ
ン
ジ
ュ
ラ
ス
共
和
国
政
府
と
の
間

の
書
簡
の
交
換
に
関
す
る
件

（
外
務
四
〇
四
）

〇
株
式
会
社
日
本
政
策
金
融
公
庫
法
附
則
第

三
十
五
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
同
条
の
主

務
大
臣
の
定
め
る
利
率
を
定
め
る
等
の
件

の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
財
務
・
農
林
水
産
二
二
）

〇
農
業
信
用
保
証
保
険
法
第
五
十
九
条
第
一

項
の
規
定
に
基
づ
き
、
同
項
の
主
務
大
臣

の
定
め
る
利
息
を
定
め
る
件
の
一
部
を
改

正
す
る
件
（
同
二
三
）

〇
中
小
漁
業
融
資
保
証
法
第
六
十
九
条
第
一

項
の
主
務
大
臣
が
定
め
る
利
息
を
定
め
る

件
の
一
部
を
改
正
す
る
件
（
同
二
四
）

〇
派
遣
元
事
業
主
が
講
ず
べ
き
措
置
に
関
す

る
指
針
及
び
派
遣
先
が
講
ず
べ
き
措
置
に

関
す
る
指
針
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
厚
生
労
働
三
七
九
）

〇
農
業
近
代
化
資
金
融
通
法
第
二
条
第
三
項

第
四
号
の
規
定
に
基
づ
き
、
同
号
の
農
林

水
産
大
臣
が
定
め
る
利
率
を
定
め
る
件
の

一
部
を
改
正
す
る
件

（
農
林
水
産
二
一
〇
九
）

〇
農
業
経
営
基
盤
強
化
促
進
法
附
則
第
十
一

項
の
規
定
に
基
づ
き
農
林
水
産
大
臣
が
定

め
る
利
率
を
定
め
る
件
の
一
部
を
改
正
す

る
件
（
同
二
一
一
〇
）

〇
肉
用
子
牛
生
産
安
定
等
特
別
措
置
法
第
五

条
第
九
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
平
均
売
買

価
格
を
告
示
す
る
件
（
同
二
一
一
一
）

〇
予
算
科
目
に
係
る
補
助
金
等
の
交
付
に
関

す
る
事
務
に
つ
い
て
平
成
十
二
年
度
予
算

に
係
る
補
助
金
等
の
交
付
に
関
す
る
も
の

か
ら
地
方
農
政
局
長
に
委
任
し
た
件
の
一

部
を
改
正
す
る
件
（
同
二
一
一
二
）

〇
予
算
科
目
に
係
る
補
助
金
等
の
交
付
に
関

す
る
事
務
に
つ
い
て
平
成
十
八
年
度
予
算

に
係
る
補
助
金
等
の
交
付
に
関
す
る
も
の

か
ら
北
海
道
農
政
事
務
所
長
に
委
任
し
た

件
の
一
部
を
改
正
す
る
件（
同
二
一
一
三
）

〇
予
算
科
目
に
係
る
補
助
金
等
の
交
付
に
関

す
る
事
務
に
つ
い
て
平
成
十
二
年
度
予
算

に
係
る
補
助
金
等
の
交
付
に
関
す
る
も
の

か
ら
沖
縄
総
合
事
務
局
長
に
委
任
し
た
件

の
一
部
を
改
正
す
る
件
（
同
二
一
一
四
）

〇
船
舶
職
員
及
び
小
型
船
舶
操
縦
者
法
施
行

規
則
第
二
条
第
二
項
第
三
号
の
水
域
を
指

定
す
る
件
（
国
土
交
通
一
一
四
八
）

〇
昭
和
五
十
六
年
建
設
省
告
示
第
千
六
百
二

十
七
号
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
同
一
一
四
九
）

〇
船
舶
安
全
法
に
基
づ
く
型
式
承
認
等
を
し

た
件
（
同
一
一
五
〇
〜
一
一
五
二
）

〇
船
舶
安
全
法
の
規
定
に
基
づ
き
認
定
事
業

場
と
し
て
認
定
し
た
件
（
同
一
一
五
三
）

〇
漁
船
の
操
業
の
制
限
等
に
伴
う
損
失
補
償

を
行
う
期
間
及
び
損
失
補
償
申
請
書
を
提

出
す
べ
き
時
期
を
定
め
る
件

（
防
衛
二
〇
六
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
東
北
地
方
整
備
局
二
二
三
、
二
二
四
）

〇
都
市
計
画
に
関
す
る
件

（
関
東
地
方
整
備
局
三
〇
五
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
中
国
地
方
整
備
局
九
九
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
北
海
道
開
発
局
二
三
六
〜
二
三
八
）





平成年月日 木曜日 第号官 報

〔
国
会
事
項
〕

〔
人
事
異
動
〕

内
閣

〔
叙
位
・
叙
勲
〕

〔
官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

八
戸
地
区
に
係
る
特
定
漁
港
漁
場
整
備
事
業

計
画
の
変
更
の
公
表
に
つ
い
て

（
農
林
水
産
省
）

北
陸
地
方
整
備
局
公
示（
北
陸
地
方
整
備
局
）

労

働

最
低
賃
金
の
改
正
決
定
に
関
す
る
公
示

（
兵
庫
労
働
局
最
低
賃
金
公
示
四
）

国
土
調
査
の
成
果
の
認
証
の
公
告

（
国
土
交
通
省
）

〔
資

料
〕

機
械
受
注
統
計
調
査
報
告
（
平
成
二
十
八
年

八
月
）（
実
績
）（
内
閣
府
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
除
権
決
定
、

破
産
、
免
責
、
特
別
清
算
、
再
生
関
係

特
殊
法
人
等

独
立
行
政
法
人
都
市
再
生
機
構
関
係

会
社
そ
の
他
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